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＇郊外、市街地外縁部から鉄道駅周辺や既存中心市街地へ誘導（

※ある都市圏で大胆な施策を講じた前提条件で
シミュレーションしたものをイメージとして使用。
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《計画から事業までのプロセスと関連する複数の訴訟の事例》 

●行政事件訴訟法改正＇平成０５年（において、当事者訴訟
の一類型としての公法上の法律関係に関する確認の訴え
を明確化 

 この訴訟類型においては、処分性が前提とされないため、取消訴訟
で対応できない行政上の問題への応用が考えられる。なお、他の手
段で実現できない等の確認の利益は必要とされる。 

＇これまで都市計画を争う訴訟は、都市計画の行政処分性を为張した
上でもっぱら抗告訴訟として提起され、最高裁で行政処分性が認め
られていないが、当事者訴訟が行政処分性を前提とせず争う道とな
る可能性（ 

●最高裁判決＇平成１／年８月０／日（ 浜松市における土地区画
整理事業の事業計画決定取消請求訴訟 

 事業計画決定の処分性を否定し権利義務確定時に争うべきとした最高裁判
決＇いわゆる青写真判決（を変更し、事業計画段階での訴訟を可能と判示。 

●ドイツにおける計画維持システム 

 計画の見直し変更が的確に行われることは当然としても、計画の安定性と
の兼ね合いが問題になることも考えられる。都市計画に関する争訟システ
ムが発達しているドイツにおいては、訴訟増大・無効とされる計画の大量出
現を経験し、1998年及び2004年の建設法典等の改正において、方針を修
正し、無効となる範囲を限定して法的安定性に配慮。 
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